
1

― 4

ごみ収集・処理・リサイクルの充実 

墓地・火葬場の整備充実 

(１) １人１日当たりの家庭系ごみ排出量

(２) 再資源化率(空き缶、空きびん、ペットボトル等) 

(３) 不法投棄されたごみの回収量

(４) 浄化槽法第11条法定検査受検率

6,890

30.5％

SDGs
連携分野

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナー
シップを活性化する

目標６.　すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標10.　各国内及び各国間の不平等を是正する

目標12.　持続可能な生産消費形態を確保する

目標14.　持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

目標16.　持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供
し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

施策コード 基本目標 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち

１ ４ 施策目標 環境衛生の充実

第２次総合計画施策評価シート《令和５年度分》

令和５年度 令和10年度令和４年度

％

●施策目標に対する市民満足度 単位
中間値

(令和４年度)

g 559.6 553.2 563.8 550.9 518.3

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和５年度

kg

21.020.014.4

13,100

22.5

13.5

14,460

22.8

13,920

20.2

9,070

23.2

％ 19.3 14.4

この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】

（２）３Ｒ運動の促進
・環境教育や広報・啓発活動の推進を通じ、資源ごみの集団回収や拠点回収、生ごみ
の堆肥化など、市民や事業者の自主的な３Ｒ運動を進め、ごみを出さないライフスタ
イルや事業活動への転換を促進します。

（５）新火葬場の建設【重点施策】
・人生の終焉の場に相応しい、市民の利便性を重視した施設づくりを行い、2021年度
初旬に供用開始できるよう取り組みます。

故人との最後のお別れの場所として、温もりのあるサービスを提供し、
環境に配慮した最新設備の新火葬場を市民が安心して利用することがで
きるようにしました。

環境課

13,000

％

536.0

14.7

11,450

29.5

現状値
(平成29年度)

42.5

25.7

目指す方向性

➚

➚

22.3

12,300

24.1

529.7

36.3

495.3

14.7

目標値
(目指す方向性)

A

目指すべきまちの姿 循環型社会づくりへの取組が進み、快適で清潔なまちになっています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】 担当課 評価
【ＣＨＥＣＫ】

（１）ごみ収集・処理体制の充実
・指定袋による収集をはじめ、効率的な収集体制の確立を図るとともに、広報・啓発
活動により、市民へごみ分別のさらなる徹底を促進します。
・広域的連携のもと、海部地区環境事務組合による八穂クリーンセンターの適正管理
をはじめ、ごみの適正処理・リサイクル体制の充実を図ります。

海部地区環境事務組合による広域的連携のもと、計画に沿った効率的な
ごみの収集やごみ、し尿及び浄化槽汚泥を適正に処理しました。また、
外国人向けごみ分別ガイドブックを作成・配布し、ごみの適正処分につ
いて啓発活動を行いました。引き続き、ごみ分別の更なる徹底を啓発
し、ごみの減量化、資源化等、市民の環境意識の向上を図ります。

環境課 A

（３）ごみの不法投棄対策の推進
・広報・啓発活動の推進や市民との協働による監視・パトロール体制の充実、監視カ
メラの有効活用を図り、不法投棄物の早期発見・早期回収及び不法投棄ごみの減少を
図ります。

（４）浄化槽の適正管理の指導
・浄化槽の機能が十分に発揮されるよう、広報・啓発活動を推進するとともに、浄化
槽設置者に対する維持管理の徹底を図ります。

引き続き資源物の集団回収を行うなど、市民の自主的な３Ｒ運動への意
識向上が図られました。
また、市民への啓発により、小型廃家電、使用済み乾電池の分別回収量
が増加しました。

不法投棄パトロールを実施し、投棄物の早期発見、早期回収を行いまし
た。また、規模の大きい不法投棄については警察へ通報したり、警告文
を貼って原因者への周知を行いました。
自治会等がボランティアで行う清掃に対して、ごみ袋の支給とごみ収集
を行いました。

浄化槽の適正管理について、広報等で啓発しました。法定検査受検率は
増加しましたが、受検率が依然として低いため、更なる啓発が必要で
す。

環境課

環境課

環境課

A

A

A



(2)

(３)

(４)

環境課資源ごみ回収手数料事業

不法投棄廃棄物等対策事業

広報・啓発活動事業

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

(1) 海部地区環境事務組合事業 環境課 対象外 対象外

環境課

環境課

資源物回収手数料事業については、３Ｒ運動に対する市民の意識を高
め、ごみの減量化、資源化を促進するため、引き続き、事業を実施する
ことが妥当です。なお、資源物の持ち去り行為を防止するため、パト
ロールを強化し、行為者に対し、行政指導等をする必要があります。

不法投棄量は減少したものの、監視・パトロールを継続的に実施し、投
棄物の早期発見、早期回収に取り組みます。また、警察との連携を継続
します。
ボランティアによる不法投棄物の清掃活動については、ごみ袋の支給と
ごみの回収を継続的に行います。また、自治会からの要望による不法投
棄禁止等の啓発看板の支給についても継続して実施します。

対象外

現状維持

現状維持

対象外

施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

市民一人ひとりのごみの減量、リサイクルなどに対する意識の向上を図るとともに、快適で安全な生活環境を維持するため、ごみの適正処理に関する様々な取
り組みを進めていきます。



事業Ｎｏ

(1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

施策目標

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市廃棄物の処理及び清掃に関する条例

海部地区環境事務組合規約

弥富市衛生委員設置規則

事業の開始・
終了

平成18 年度 終了年度 令和10 年度

海部地区（津島市、愛西市、弥富市、あま市（旧甚目寺町
を除く）、大治町、蟹江町、飛島村）で組織し、一般廃棄
物の処理を共同で行うに当たって、海部地区環境事務組合
の組合議会の議決に基づく当該年度の負担額を支払いま
す。

開始年度

ごみ及びし尿の適正処理により、生活環境の保全を図ると
ともに、市民への広報・啓発活動により、ごみの減量化を
促進します。

海部地区環境事務組合事業 環境課 清掃対策グループ 令和6年5月2日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

海部地区環境事務組合

衛生委員

基本計画

1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

4 環境衛生の充実

1
ごみ収集・処理体制の充実

海部地区環境事務組合事業

基本目標



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(補助額)

330,649

％

(３) 不法投棄されたごみの回収量

(４) 浄化槽法第11条法定検査受検率

１人１日当たりの家庭系ごみの排出量は、家庭系ごみと事業系ごみがともに減少し、令和５年度は目標を達成しました。

(補助額)

(補助額)

330,649

令和10年度

事業内訳

合　　　計

令和２年度

258,113

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

維持管理経費（し
尿分）

(補助額)

(補助額)

(２) 再資源化率(空き缶、空きびん、ペットボトル等) 

令和５年度（実績）
事業費

（直接経費）

495.3

令和３年度 令和5年度 令和5年度

72,536

共通的経費・維持管理経
費（ごみ分）

維持管理経費（し
尿分）

72,536

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

共通的経費・維持管理経
費（ごみ分）

(補助額)

12,300

g

事業費
（直接経費）

559.6

258,113

24.1

20.0

13,000

22.3

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度

0

令和４年度

330,649

0

(１) １人１日当たりの家庭系ごみ排出量 553.2 563.8

kg

％

21.019.3

13,920

550.9 518.3 529.7

22.5

14.4

13,100

20.2

536.0

項目 評価の結果

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

効率性

妥当性

施策への貢献度

指標の分析

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

258,113

72,536

内訳
（具体的な内容）

共通的経費・維持管理経
費（ごみ分）

330,649

0

内訳
（具体的な内容）

共通的経費・維持管理経
費（ごみ分）

(補助額)

維持管理経費（し
尿分）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

令和７年度（計画）令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

維持管理経費（し
尿分）

事業費
（直接経費）

258,113

72,536



事業Ｎｏ

(2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

環境教育や広報・啓発活動により市民の自主的な３Ｒ運動
を進め、ごみを出さないライフスタイルや事業活動への転
換を促進します。

主な協働・
関連団体等

衛生委員

SDGs
連携分野

目標12.　持続可能な生産消費形態を確保する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

資源ごみ回収手数料事業 環境課 清掃対策グループ 令和6年5月2日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 4 環境衛生の充実

主要施策
2

3Ｒ運動の促進

主要事業 資源ごみ回収手数料事業

事業概要

家庭から排出された生ごみを堆肥化するための生ごみ処理
容器を設置した際に補助し、ごみの減量化・資源化を図り
ます。また、資源物の集団回収や拠点回収により、ごみの
分別を徹底し３Ｒ運動への意識を高める取組を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市衛生委員設置規則

弥富市生ごみ処理容器設置補助金交付要綱

弥富市資源物回収手数料交付要綱

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(１) １人１日当たりの家庭系ごみ排出量

(３) 不法投棄されたごみの回収量

(４) 浄化槽法第11条法定検査受検率

(２) 再資源化率(空き缶、空きびん、ペットボトル等) 

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

生ごみ処理容器設
置補助金

11 28

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

生ごみ処理容器設
置補助金

内訳
（具体的な内容）

生ごみ処理容器設
置補助金

内訳
（具体的な内容）

生ごみ処理容器設
置補助金

28

3,743 5,284

(補助額)

資源物回収手数料

(補助額)

資源物回収手数料

(補助額)

資源物回収手数料

(補助額)

5,284資源物回収手数料

(補助額)

(補助額)

(補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和5年度 令和5年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 3,754 5,312

(補助額) (補助額)

合　　　計

g 559.6 553.2 530 495

％ 19.3 14.4 13.5 14.4 14.7 20.0 21.0

％ 20.2 22.5 22.3 24.1

kg 13,920 13,100

指標の分析 集団回収量は減少したものの、ごみの総量削減を達成したため、令和４年度並みの再資源化率となりました。

項目 ごみの

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

家庭から出るごみを削減させたり、資源化率を向上させるこ
とは、ＳＤＧｓの観点からも社会需要が高いです。また、団
体による資源物回収も、資源物を回収し再資源化する機会を
増加させる点で、住民から求められています。

リサイクル関係業者と協定を締結し、宅配便を利用した家庭
用パソコンの無料回収や、インクカートリッジの回収につい
て啓発活動を行いました。また、バッテリー類の回収につい
て周知を行いました。

ごみ排出量削減は、住民が自覚を持って排出量を削減するこ
とや再資源化に取り組むことによって達成されるため、市が
住民の意識を高めるために啓発・広報活動を実施する必要が
あります。

妥当性

施策への貢献度
団体等による資源回収は、３Ｒ運動の意識の向上に繋がって
います。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

資源物回収手数料事業については、３Ｒ運動に対する市民の意識を高め、ごみの減量化、資源化を促進するた
め、引き続き、事業を実施することが妥当です。なお、資源物の持ち去り行為を防止するため、パトロールを
強化し、行為者に対し、行政指導等をする必要があります。

必要性

効率性

5,312

0

令和４年度

14.7

評価の結果

13,000 12,300

0

(補助額)

合　　　計

(補助額)

令和７年度（計画）令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

(補助額)

事業費
（直接経費）

28

5,284

5,312

0 (補助額)

事業費
（直接経費）

(補助額)

合　　　計



事業Ｎｏ

(３)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

不法投棄防止に向けた啓発活動や監視活動等を行い、街が
きれいになることで、犯罪も減らすことを目的とします。

主な協働・
関連団体等

環境指導員

地域環境保全委員

SDGs
連携分野

目標６.　すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標14.　持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

目標16.　持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベ
ルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

不法投棄廃棄物等対策事業 環境課 清掃対策グループ 令和6年5月2日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 4 環境衛生の充実

主要施策
3

ごみの不法投棄対策の推進

主要事業 不法投棄廃棄物等対策事業

事業概要

広報・啓発活動の推進や市民との協働による監視・パト
ロール体制の充実、監視カメラの有効活用により、不法投
棄物の早期発見、早期回収及び適正処理を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市空き缶等ごみ散乱防止条例

弥富市環境指導員設置規則

地域環境保全委員設置要綱

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(１) １人１日当たりの家庭系ごみ排出量

(３) 不法投棄されたごみの回収量

(４) 浄化槽法第11条法定検査受検率

(２) 再資源化率(空き缶、空きびん、ペットボトル等) 

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

市内巡回清掃 3,742 3,382

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

市内巡回清掃

内訳
（具体的な内容）

市内巡回清掃

内訳
（具体的な内容）

市内巡回清掃 3,382

1,116 1,329

(補助額)

不法投棄物の処
理

(補助額)

不法投棄物の処
理

(補助額)

不法投棄物の処
理

(補助額)

1,329
不法投棄物の処
理

不法投棄監視カ
メラ設置

0 29

(補助額)

(補助額)

不法投棄監視カメ
ラ設置

(補助額)(補助額)

不法投棄監視カメ
ラ設置

(補助額)

29
不法投棄監視カメ
ラ設置

啓発看板等支給 97 314

(補助額)

不法投棄監視カメ
ラ設置

(補助額)

啓発看板等支給

(補助額)

314啓発看板等支給

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和5年度 令和5年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 4,955 5,054

(補助額) (補助額)

合　　　計

g 559.6 553.2 530 495

％ 19.3 14.4 20.0 21.0

％ 20.2 22.5 22.3 24.1

kg 13,920 13,100 14,460 9,070 6,890

指標の分析 大規模な不法投棄がなかったため、不法投棄されたごみの回収量は昨年度よりも減少しました。

項目 評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

市内の衛生環境を維持するために必要な事業です。不法投棄
パトロールの実施や不法投棄物の早期発見・早期回収は、地
域住民に強く求められています。

規模の大きい不法投棄について警察へ通報したり、警告文を
貼って原因者への周知を行いました。

市内の衛生環境維持は行政の責務であるため、衛生委員や環
境指導員、住民の皆様から不法投棄の発見・通報などの協力
を得つつ、最終的には市の対応が必要となります。

妥当性

施策への貢献度

啓発用看板や監視カメラは不法投棄の抑制に直接的に繋がる
施策として必要です。また、地域住民と連携して、不法投棄
物の早期回収等、不法投棄拡大防止活動を実施することによ
り、地域住民が不法投棄防止への意識が高まり、不法投棄の
未然防止に繋がります。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

不法投棄量は減少したものの、監視・パトロールを継続的に実施し、投棄物の早期発見、早期回収に取り組み
ます。また、警察との連携を継続します。
ボランティアによる不法投棄物の清掃活動については、ごみ袋の支給とごみの回収を継続的に行います。ま
た、自治会からの要望による不法投棄禁止等の啓発看板の支給についても継続して実施します。

必要性

効率性

5,054

0

令和４年度

11,450

評価の結果

13,000 12,300

0

(補助額)

合　　　計

(補助額)

令和７年度（計画）令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

(補助額)

事業費
（直接経費）

3,382

1,329

29

314

5,054

0 (補助額)

事業費
（直接経費）

(補助額)

合　　　計



事業Ｎｏ

(４)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

浄化槽の機能が十分に発揮できるようにするため、浄化槽
設置者へ適正な維持管理の徹底を図ります。

主な協働・
関連団体等

愛知県合併処理浄化槽普及促進協議会

全国浄化槽推進市町村協議会

SDGs
連携分野

目標６.　すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

広報・啓発活動事業 環境課 清掃対策グループ 令和6年5月2日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 4 環境衛生の充実

主要施策
4

浄化槽の適正管理の指導

主要事業 広報・啓発活動事業

事業概要

浄化槽設置者に対し、維持管理を徹底するよう啓発しま
す。また、浄化槽法第11条による法定検査の受検率を向上
させるよう広報活動を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

浄化槽法

愛知県合併処理浄化槽普及促進協議会会則

全国浄化槽推進市町村協議会会則

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(１) １人１日当たりの家庭系ごみ排出量

(３) 不法投棄されたごみの回収量

(４) 浄化槽法第11条法定検査受検率

(２) 再資源化率(空き缶、空きびん、ペットボトル等) 

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

浄化槽関連協議会
負担金

13 33

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

浄化槽関連協議会
負担金

内訳
（具体的な内容）

浄化槽関連協議会
負担金

内訳
（具体的な内容）

浄化槽関連協議会
負担金

33

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和5年度 令和5年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 13 33

(補助額) (補助額)

合　　　計

g 559.6 553.2 530 495

％ 19.3 14.4 20.0 21.0

％ 20.2 22.5 22.8 23.2 30.5 22.3 24.1

kg 13,920 13,100

指標の分析
浄化槽の適切な維持管理について、広報やホームページを通じて周知したことや、職員の適切な指導により、法定検査の受
検率は年々向上しています。しかし、依然として低い受検率のため、更なる啓発が必要です。

項目 評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

評価対象外

評価対象外

評価対象外妥当性

施策への貢献度 評価対象外

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

効率性

33

0

令和４年度

29.5

評価の結果

13,000 12,300

0

(補助額)

合　　　計

(補助額)

令和７年度（計画）令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

(補助額)

事業費
（直接経費）

33

33

0 (補助額)

事業費
（直接経費）

(補助額)

合　　　計


